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こ
ん
な
議
案
を
審
議
し
ま
し
た

そ
こ
が
聞
き
た
い
一
般
質
問

委
員
会
の
う
ご
き

そ
の
他

　
町
長
か
ら
提
案
さ
れ
た
条
例
の
新
規
制
定
・
一
部
改
正
︑
補
正
予
算
︑
教
育
委
員
の
選
任
を
初
め
と
し
た
人
事
案
件
︑

指
定
管
理
者
の
指
定
な
ど
18
議
案
を
慎
重
に
審
議
し
︑
全
て
原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
︒

　
一
般
質
問
は
14
議
員
が
行
い
︑
さ
ま
ざ
ま
な
角
度
か
ら
町
の
姿
勢
を
た
だ
し
ま
し
た
︒

　
ま
た
︑
町
民
か
ら
出
さ
れ
た
請
願
・
陳
情
を
︑
関
係
す
る
常
任
委
員
会
に
付
託
し
て
審
査
し
ま
し
た
︒

第
４
回
定
例
会

　
　
12
月
３
日
〜
12
日
（
10
日
間
）「玉村町行政財産 使用料条例」を制定

（平成 26 年４月 １ 日 から施行）

９
月
議
会
で
制
定
さ
れ
た
「
債
権
管

理
条
例
」
の
「
専
決
処
分
」
に
つ
い

て
定
め
た
条
項
が
削
除
さ
れ
ま
し
た

　

本
来
議
会
か
ら
の
提
案
に
よ
り
規
定
す
る

こ
と
が
望
ま
し
い
内
容
で
し
た
が
、
町
長
か

ら
の
提
案
だ
っ
た
た
め
削
除
さ
れ
ま
し
た
。

地
方
税
法
の
改
正
に
伴
い
、「
国
民

健
康
保
険
税
条
例
」
が
改
正
さ
れ
ま

し
た

　

上
場
株
式
等
に
係
る
配
当
所
得
等
の
分
離

課
税
に
つ
い
て
、
特
定
公
社
債
の
利
子
が
対

象
に
追
加
さ
れ
た
こ
と
に
伴
う
も
の
な
ど
が

主
な
内
容
で
す
。

後
期
高
齢
者
医
療
の
延
滞
金
の
利
率

が
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す

　

平
成
26
年
中
は
、
１
ヵ
月
を
経
過
す
る
日

ま
で
は
年
４
・
３
％
が
３
・
０
％
に
、
そ
れ
以

降
は
年
14
・
６
％
が
９
・
３
％
に
な
り
ま
す
。

今までは 820 円（年額）
↓

平成 26 年４月からは
1500 円（年額）

この条例を制定すれば、
当面はこれで対処でき

るという考えでよいか。 

本条例を制定すれば、玉村
町の全ての行政財産が網羅

できるという考えで策定したいと
いうことである。

条
例
改
正

町の収入は

ＵＰ

たとえば東電の場合…

　
今
ま
で
玉
村
町
は
、
道
水
路
以
外
の
行
政
財
産

（
町
有
地
）
に
設
置
さ
れ
て
い
る
電
柱
等
に
つ
い
て

も
、「
玉
村
町
道
路
占
用
料
徴
収
条
例
」
に
準
じ
た

額
で
徴
収
し
て
い
ま
し
た
。

　
現
在
、
町
有
地
に
設
置
さ
れ
て
い
る
電
柱
等
は

約
３
４
０
本
あ
り
ま
す
。
町
有
地
に
は
、
役
場
庁

舎
や
文
化
セ
ン
タ
ー
・
学
校
・
幼
稚
園
・
保
育
所
・

児
童
館
・
消
防
署
・
町
営
住
宅
・
ご
み
ス
テ
ー
シ
ョ

ン
な
ど
が
あ
り
ま
す
が
、
そ
の
中
に
設
置
さ
れ
て

い
る
電
柱
に
つ
い
て
は
、
本
条
例
制
定
後
、
一
般

家
庭
と
同
額
の
使
用
料
１
５
０
０
円
を
徴
収
す
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

（
東
京
電
力
及
び
Ｎ
Ｔ
Ｔ
と
は
交
渉
済
み
で
す
。）

　
ほ
か
、
自
動
販
売
機
等
に
つ
い
て
も
、
各
施
設

の
管
理
条
例
に
規
定
さ
れ
て
い
な
い
場
合
は
、
本

条
例
に
基
づ
き
料
金
を
徴
収
し
ま
す
。

原案可決（賛成全員）
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こ
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そ
こ
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い
一
般
質
問

委
員
会
の
う
ご
き

そ
の
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「玉村町行政財産 使用料条例」を制定
（平成 26 年４月 １ 日 から施行）

道水路以外の町有地に設置されている電柱は
　　一般家庭と同額の使用料 を徴収

９
月
議
会
で
制
定
さ
れ
た
「
債
権
管

理
条
例
」
の
「
専
決
処
分
」
に
つ
い

て
定
め
た
条
項
が
削
除
さ
れ
ま
し
た

　

本
来
議
会
か
ら
の
提
案
に
よ
り
規
定
す
る

こ
と
が
望
ま
し
い
内
容
で
し
た
が
、
町
長
か

ら
の
提
案
だ
っ
た
た
め
削
除
さ
れ
ま
し
た
。

地
方
税
法
の
改
正
に
伴
い
、「
国
民

健
康
保
険
税
条
例
」
が
改
正
さ
れ
ま

し
た

　

上
場
株
式
等
に
係
る
配
当
所
得
等
の
分
離

課
税
に
つ
い
て
、
特
定
公
社
債
の
利
子
が
対

象
に
追
加
さ
れ
た
こ
と
に
伴
う
も
の
な
ど
が

主
な
内
容
で
す
。

後
期
高
齢
者
医
療
の
延
滞
金
の
利
率

が
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す

　

平
成
26
年
中
は
、
１
ヵ
月
を
経
過
す
る
日

ま
で
は
年
４
・
３
％
が
３
・
０
％
に
、
そ
れ
以

降
は
年
14
・
６
％
が
９
・
３
％
に
な
り
ま
す
。

他市町村の状況は、
どのようになってい

るのか。 

ほとんどの自治体におい
て制定されている。

事実上値上げ
と解釈してい

いのか。町の財政
が逼

ひ っ ぱ く

迫しているこ
とが理由なのか。

値上げではなく、適正な料金をいただくとい
うことである。道水路以外の町有地に設置

されている電柱には、一般家庭等と同額の使用料
1500円を適用したい。ただし、道水路については、
今後も道路占用料徴収条例等で規定している
820円（東電の場合）のままである。

東京電力の電柱には
ＮＴＴが絡んでいる

が、この場合どちらから
徴収するのか。

その電柱を所有しているほうに
使用料を支払っていただく。

対象となるのは、電柱本体の所有者で
ある。

文化センターの敷地内に
設置された電柱

総務常任委員会

主な質疑

災
害
対
策
基
本
法
の
改
正
に
伴
い
、

「
防
災
会
議
条
例
」
と
「
災
害
対
策

本
部
条
例
」
が
改
正
さ
れ
ま
し
た

　

防
災
会
議
と
災
害
対
策
本
部
の
役
割
を
見

直
し
、
明
確
化
が
図
ら
れ
ま
し
た
。
構
成
す

る
委
員
に
は
、
自
主
防
災
組
織
を
構
成
す
る

人
、
学
識
経
験
の
あ
る
人
な
ど
が
追
加
さ
れ

ま
し
た
。
ま
た
、
玉
村
町
水
防
協
議
会
を
防

災
会
議
へ
統
合
す
る
こ
と
に
よ
り
、
防
災
事

務
の
一
元
化
を
図
っ
て
い
ま
す
。

「
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る

法
律
」
の
改
正
に
伴
い
、
町
の
条
例
も

改
正
さ
れ
ま
し
た

　

一
般
廃
棄
物
の
処
分
業
の
許
可
申
請
に
係

る
法
律
の
条
項
が
相
違
し
た
た
め
、
改
め
ら

れ
ま
し
た
。

下
水
道
事
業
受
益
者
負
担
金
の
延
滞
金

の
利
率
が
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す

　

平
成
26
年
中
は
、
１
ヵ
月
を
経
過
す
る
日

ま
で
は
年
７
・
25
％
が
３
・
０
％
に
、
そ
れ
以

降
は
年
14
・
５
％
が
９
・
25
％
に
な
り
ま
す
。

全
て
原
案
可
決
（
賛
成
全
員
）


